
➡P.14~15

三越伊勢丹グループの挑戦の軌跡
➡P.22

中期経営計画の概要

百貨店の新たなビジネスモデルをつくる

　代表執行役社長CEO の細谷敏幸です。　

　百貨店業界はコロナ禍以前から、長く大変厳しい経営

環境にあります。従来の百貨店は、家族や友達と出掛け

ていき、自由気ままに店内を回りながら買物したり、食事

をしたりと、長い時間滞在する場所でした。そのため広

域から大勢のお客さまを集める、というマスマーケティ

ングのビジネスモデルでした。　

　しかし、時代とともにお客さまの価値観や生活スタイ

ルが変わってくると、従来の品揃えではご満足いただけ

なくなりました。お一人お一人が、こだわりがある消費

には徹底的にこだわる半面、そうでないものには機能と

価格を重視する、というお買物には、従来のマスマーケ

ティングでは到底対応ができません。さらに急速なデジ

タル化によって、今では多くのお客さまが自由にスマー

トフォンを操り、自分の欲しいものを瞬時に検索・比較

ク、長期にわたるデフレを経験するなかで、日本の消費

者の消費行動は大変成熟しており、先に述べたようにこ

だわりのあるものについては単なる価格訴求ではない、

きちんとしたご提案が必要になります。実際、当社はコロ

ナ禍中に売上を大きく落としましたが、そのなかでも付

加価値が高く、当社がしっかりと品揃えできるもの、例え

ばラグジュアリーブランド、宝飾、時計、貴金属などは堅

調に推移していましたし、苦戦するアパレルであっても

当社独自の価値を加えたものについては現在に至っても

大変好調です。この例が示すように、長期的には人口減

少を背景に個人消費が縮小に向かっても、当社がどこに

も負けない価値をお一人お一人に確実に提供し続ける

ビジネスモデルの確立によって、今後もさらに拡大余地

があると考えています。

新たなビジネスモデルに向けて
「変わらないもの」「変わるもの」

　そこで競争優位となってくるのは、私たちが百貨店事

されます。そうした習慣でお客さまの情報感度もますま

す高まり、ご来店になると必要なものだけお買物をさ

れ、帰られてしまいます。旧来型ビジネスモデルはこれ

に対応できなかったために、百貨店業界の売上高は約

30年の間に半分以下にシュリンクしてしまいました。こ

れをどうやって変えていくか、それが私の社長としての

ミッションです。

　

　今、百貨店業界を取り巻く環境を見ると、コロナ禍か

らの回復の一方で、長期化するウクライナ問題に端を発

する原材料費高騰、インフレ・円安により、個人消費の行

方は大変不透明です。少子高齢化の加速もあって、百貨

店の市場規模はますます小さくなるようにみえます。し

かし統計では、所得の二極化により、高所得者層も金融

資産を多く持つ世帯も、今後増加傾向となる見込みで

す。また、高度経済成長後のバブル崩壊、リーマンショッ

業を通して、長く培ってきた強み、そして三越や伊勢丹と

してそれぞれが築き上げてきた独自の強みです。三越伊

勢丹グループの強みは、お客さまに認められた「のれん」

の価値であり、長い歴史のなかで大切にしてきた顧客基

盤そのものです。また三越の強みは、お客さま第一の企

業文化から生まれてきた「おもてなし」の力、お一人お一

人のお客さまのご要望に徹底的にお応えする接客力に

あります。一方、伊勢丹の強みは、三越同様にお客さま第

一の企業文化のもと、多くのお客さまにご来店いただ

き、魅了し続ける店舗を、ものづくりまで手掛けるチャレ

ンジ精神で高めてきたマーチャンダイジング力です。　

　しかし、三越と伊勢丹が統合して約15年、せっかくの

この両者の強みを掛け合わせ、十分に生かしきれている

とはいえません。この課題を解決するために、中核となる

百貨店事業はもちろんグループ会社の力を結集し、あた

らしい価値やシナジーを生み出せる小売グループへ変

わる必要があると考えました。

➡P.23

中長期利益ステップとポートフォリオイメージ

トップメッセージ

中 期 経 営 計 画 策 定 に 至 る 背 景

三 越 伊 勢 丹 グ ル ー プ が 目 指 す 姿

私たちの活動の原点にある考え方

　2023年は三越が創業350周年を迎え、伊勢丹も137年

の長い歴史を持っています。どちらも創業以来「お客さま

第一」を掲げ、時代ごとに社会や環境の変化に対応しな

がらご要望を先取りし、提案して今日まで続いてきまし

た。今改めてこの原点に立ち返り、「お客さまのお困りご

とを感動的に解決し、関心ごとに対し革新的に提案する」

ことで、お客さまの暮らしを豊かにする、“特別な”百貨店

を核とした小売グループを「私たちが目指す姿（ビジョ

ン）」として2021年、中長期計画の発表にあたって掲げま

した。このビジョンの実現に向け、「私たちの存在意義

（ミッション）」と「私たちが大切にする思考と行動（バ

リューズ）」を明確化し、2023年5月に新たな三越伊勢丹

グループ 企業理念として再整理し発表いたしました。

　この再整理のプロセスはとても特徴的です。みんなが

仕事を進めるうえで、コロナ禍の厳しい状況で自信をな

くしていたり、統合以降、各のれんの企業理念はあっても

グループ全体で包含するものがなかったり、というなか

で、よりどころになるもの、迷ったときに立ち返れるもの

を整理する必要がありました。一人一人が何にやりがい

を感じ、何を大切にし、当社グループがどうあってほしい

か、丸一年間かけて全従業員で話し合い、それを踏まえ

て経営陣も議論を重ね、といった過程を何往復もしなが

ら再設計しました。こうして私たちが目指す姿の実現に

向け、グループ一丸となって進んでいく考え方ができあ

がりました。

お客さまの暮らしを豊かにする、
“特別な”百貨店を中核とした
小売グループを目指します
お客さまのお困りごとを感動的に解決し、

お客さまの関心ごとを革新的に提案する

取締役 代表執行役社長 CEO

細谷 敏幸
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➡P.24

“高感度上質”戦略

ビジョンを受けた中長期戦略

　このビジョンを受け策定した戦略では、中期（3年）と

長期（10年スパン）の両方で利益ステップと事業ポート

フォリオのイメージを掲げています。　

　まず、中期における最大の目標は、「百貨店事業の再

生」です。当初は2024年度の目標営業利益を経営統合後

最高益の350億円としていましたが、初年度の2022年度

の好調な進捗により、2023年5月の決算発表において計

画を1年前倒し、2023年度350億円※、2024年度は400

億円と当初計画を大きく上回る見込みを発表しました。

　戦略推進にあたっては「百貨店を科学する」ことであ

らゆる事業単位を徹底的に分析し、売上の大小のみでな

く、「効率的かつ適切に収益を上げているのか」という観

点で計画に結び付けています。例えば、よくある店別の

損益表だけでなく、顧客別損益表までつくっています。お

客さまのお買上げに従って適切にベネフィットを差し上

げているか、もっとお買上げいただくにはどんなコストを

かけるとお客さまに喜ばれ、私たちも収益を上げ続ける

ことができるか。具体的な分析をもとに進めています。　

　そうして策定したこの後ご説明する3つの戦略を柱にし

て強みの百貨店事業を徹底的に磨き上げ、再生を図りま

す。まずは3年間で百貨店の魅力を最大限に発揮して可

能な限り多くのお客さまに当社のファンとなっていただき

ます。その皆さまのあらゆるニーズに、百貨店だけでなく

トップメッセージ

中 期 経 営 計 画 の 概 要

グループ会社も含め一丸となって真摯にお応えし、長期

的には不動産事業や金融事業を中心とするグループ各事

業のビジネスモデル化、収益化を図ります。その結果、10

年スパンでは営業利益500億円超、事業ポートフォリオも

百貨店以外の事業が半分以上を占めることとなり、グ

ループとして安定的な収益体質を構築します。

　では、中期経営計画で柱としている3つの戦略をご紹介

します。

生活にこだわりを持ち、上質で豊かな生活を求め
る消費にお応えする ̶“高感度上質”戦略

　多くのお客さまに当社のファンになっていただくため

には、一律対応のマスマーケティングから、一刻も早く

「個のマーケティング」にシフトし、お一人お一人のご要

望に対応しなくてはなりません。その戦略の一つが“高

感度上質”戦略です。　

　まず、個人外商の改革についてです。外商はもともと

当社の大きな強みの一つでしたが、この改革ではあたら

しい提案ができるよう外商セールスに新たな仕組みをつ

くりました。外商セールスと商品のバイヤーが連携する

仕組み、セールスが一人ではなく、チームで対応する仕

組み、店頭アテンダントとの連携、といった仕組みづくり

に加え、デジタルを使ったＡＩを活用する仕組みです。　

　外商セールスとバイヤーが連携する仕組みは、そのな

かでも一番特徴的なものです。三越も伊勢丹も、外商の

セールスといえばこれまでもお客さまのご要望にお応え

する業界きってのプロでしたが、商品のプロであるバイ

ヤーと直接連携する仕組みはありませんでした。具体的

にいうと、お客さまが「こんなものが欲しい」、とセールス

に伝えると、各部門のバイヤーにも即座にその情報が共

有されます。すると多くのバイヤーたちがこぞってお客

さまに提案するのです。今まで、一人のセールスの知見

のなかでの提案に慣れていたお客さまにとって、想定外

の量と質の提案が一度に来る、これはとても感動してい

ただける状態です。「すごいわね」という感動が生まれ、

「もっとプロの提案を聞きたい」「こんなものも欲しいの

だけどあるかしら」、という次の期待へつながります。す

ると当社としては、セールスに加えてバイヤーが直接お

客さまの声を伺う、ダイレクトマーケティングへの発展

にもつながり、将来的な品揃えに役立てながらお客さま

にも喜んでいただける、という相乗効果が続いていく仕

組みになります。

　外商のお客さまは、当社以外にも色々なところで消費

をされていますので、ダイレクトマーケティングでお客さ

まのニーズを伺うと当社では扱っていない商材も多く見

えてきます。これに対応するため、外商の組織のなかにも

バイヤーを設置する、という過去にない体制をとりまし

た。こうして百貨店にはない商品も、当社ののれんの安

心感のもとでご提供できるようになり、例えばマンション

や車をはじめ、さまざまなカテゴリーに広がって多くの

お客さまに大変好評をいただいています。こうした一連

の当社のあたらしい外商の取り組みにより、お客さまの

ウォレットシェアを拡大していくことが、先に申し上げた

縮小する百貨店マーケットのなかでも成果を上げていく

手段の一つです。　

　店舗の改革としては、当社グループが高感度上質マー

ケットにおいて圧倒的な存在感を発揮するために、伊勢

丹新宿本店、三越日本橋本店の両本店を憧れと共感の

象徴に進化させ、たまに行くなら三越に行きたい、伊勢

丹に行きたい、と言っていただける存在を目指します。　

　グループの中心である新宿店は、“最先端のファッ

ション”提案による世界No.1百貨店を目指し、品揃えは

「本物・本質・拘り・最先端」、といったキーワードに、「先

行・限定」を掛け合わせ、新宿店にしかない、付加価値の

高いものを中心に展開する特別な環境で、最高のおもて

なしを提供します。一方、日本橋店は、「伝統・文化芸術・

暮らし」の強みをより一層磨き上げ、歳時記を大事にす

るお客さまの「上質な暮らし」のものが全て揃う店舗を目

指します。重要文化財としての中央ホール、三越劇場、店

舗自体が伝統と文化そのもののなかで、お客さまに上質

な空間・サービス・おもてなしを提供します。この両店舗

が多くのお客さまの憧れと共感の象徴となることで、グ

ループ各店ものれんのもとでつながり、一体となってお

客さまと接していくことができます。　

　これによりお客さまが、年に1回、ラグジュアリーブラ

ンドのバッグを買いたい、良い時計を買いたい、月に１

回は品質の良い化粧品を買いたい、あるいは、大切な方

にきちんとしたものを贈りたい、どなたにもあるそのよ

うなときに当社の店舗を必ず選んでいただけるように、

感度が高くハイタッチなサービスを提案します。そのた

め、全国各都市の店舗をそれぞれ母店とし、そこに小型

店を衛星的につなげ、さらにデジタルでお客さまをサ

ポートします。デジタルでつながっていると、グループ各

店からでも新宿店や日本橋店の接客を受け、商品を選

び、購入することもできます。こうしたつながりにより、

日常は近くの店舗、ハレの日や特別なお買物は各都市

の母店か、新宿店や日本橋店でも、といったことが全国

各地で可能となり、当社のファンをより多く増やしてい

く原動力となる考えです。　

　こうして述べてきたように、“高感度上質”戦略というと

富裕層の方しか相手にしないのではないか、と思われる

かもしれませんが、決してそうではありません。いずれの

お客さまにもある、「高感度な消費、上質な消費」をしたい

瞬間に私たちがしっかりとお応えし、憧れと信頼を持って

いただく。お客さまの生活のなかにもっと深く当社が関

わっていくためにとても重要なことだと考えています。

　当社が目指す姿として掲げた「特別な」の意味は、こう

した一連の考え方を表した表現です。世界にも発信でき

る、ナンバーワン、オンリーワンの百貨店。ナンバーワン

は、商品もサービスも、一番のものを自信を持ってご提

供できること。オンリーワンはお客さまに、三越でない

と、伊勢丹でないとイヤだ、と言っていただけることで

す。マスから個へシフトする、お客さまお一人お一人のご

要望をしっかり伺っていく、そうすることで、お客さまの

お悩みやお困りごとを感動的に解決し、関心ごとに対し

革新的に提案していきます。

※2024年3月期第1四半期決算発表（2023年8月3日）において、営業利益計画は380億円に上方修正しています。
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➡P.29

“個客とつながる”CRM戦略
➡P.31

“連邦”戦略

トップメッセージ

百貨店の強みをグループ全体の強みへ ̶ 
“連邦”戦略

　以上の2つの戦略と、「百貨店の科学」による収支構造

改革により、百貨店事業の再生は順調に推移しています

が、次の展開フェーズとしてご紹介するのがこの“連邦”

戦略です。当社は、グループ内に金融、システム、物流、建

装、人材などさまざまな会社が傘下にありますが、どのソ

リューションも大変特徴的で、建装事業では高級ホテル

や国会議事堂の内装を請け負うなど、古くから業界内で

は知られた実力を持つ会社もあります。しかしこれまで、

当社は百貨店事業の一本足打法のようになっていて、そ

れ以外の各社はそれぞれが自分たちのノウハウと個別

ルートの営業にとどまっていました。

　一例としてカード会社のエムアイカードはカード会員

数約270万人の規模ですが、当社がつながっている590

万人ものお客さまに対し金融事業としてのサービスを行

うともっと発展拡大することが可能で、百貨店事業に

偏っていたグループの利益ポートフォリオや収益力を大

きく変える、埋蔵量の高い事業です。ほかの事業会社も

同じで、百貨店の強みでつながった多くのお客さまに、

百貨店以外の事業をグループのブランドのもとでご提案

し、つながったお客さまのウォレットシェアを拡大、各事

業の収益性を高めていくことができます。　

　百貨店事業を再生し、こうした“連邦”戦略により各事

業のビジネスモデルを構築した先には、結実フェーズで

の百貨店を核とした「まちづくり」として、当社が全国の

保有不動産の再開発だけでなく、サービス・コンテンツ

も、機能・インフラも自社で有機的に活用できる、という

両輪の収益モデルが可能となります。サービス・コンテ

ンツとしては、オフィス、レジデンス、ホテルをはじめ、エ

ンタメ、食、旅行が、そして機能・インフラとしては金融

決済や建装、施設運営、システム、物流、人材派遣等々で

す。これは、「“特別な”百貨店を中核とした小売グルー

プ」である当社だからこそ可能な、当社ならではの戦略

だと考えています。

順調な「百貨店の再生」

　こうした戦略の成果により、百貨店の再生は大変好調

に進んでいます。営 業 利 益 は 先 に述べたように当初

2024年度目標の350億円を2023年度に前倒しで大幅

に超える計画です。

　収益構造の改善については、首都圏事業会社を中心

に科学的な視点の導入による経費コントロールを徹底

して取り組んだことが好業績につながっています。昨

年、この考え方を「百貨店の科学」という300ページに

もおよぶ手引書にまとめました。一方的なマニュアルで

はなく、中長期計画について従業員と対話しながら伝え

てきたこと、考え方や具体的な指標も含め、誰もが店舗

やお買場をマネジメントできるようにしたものです。

2023年度は先行している首都圏事業会社だけにとど

まらず地域事業会社にも本格的に展開し、既存百貨店

ビジネスモデル脱却に向けて一段とスピードを上げる

計画です。

　“個客とつながる”CRM戦略においては、2022年度の

識別顧客数590万人のうち、アプリ会員はスタートして2

年あまり、200万人以上もの方にご登録いただき、当社と

双方向にコミュニケーションがとれるお客さまを急速に

増やしています。その結果、両本店の売上に占める識別

顧客のシェアは、アプリ導入前の5割から7割にまで高め

ることができました。

長期戦略を踏まえた財務政策について

　こうしてお話ししてきたように当社は、百貨店を再生

させ、その強みで百貨店以外の事業の収益を拡大し、長

期的にはまちづくりも視野に入れた戦略を進めていきま

す。その過程では当然ながら、資金計画も含めた財務政

策が大変重要です。これまで、長期視点の財務政策をス

テークホルダーの皆さまへ発信することはありませんで

したが、2023年5月の決算発表では初めてその考え方や

今後の方向性について触れております。

　将来的に“まち化”が実現すると大きな利益を上げる

あたらしい事業体へと変化するイメージですが、その準

備フェーズの段階から、グループで獲得したキャッシュ

を上手に“まち化”やそのほかの成長投資に充当し、積極

的に活用していきます。一方で株主還元については、安

定的な増配に加え、総還元性向50％水準を毎年意識し

ていく計画を初めて示しました。

　これをベースに今後ステークホルダーの皆さまと対話

し、さまざまなご意見をいただきながら、中長期でバラン

スシートのコントロールをしっかりと行い、株主資本コス

トを上回るROEを継続して達成できるよう取り組んでま

いります。一方、特徴の異なるそれぞれの事業に対して

従来の事業PLだけでなく、BSやCFの視点も加え、投下

資本に対してより効率的に収益確保できる経営システム

についても検討してまいります。

　財務政策については今後もステークホルダーの皆さ

まにしっかりと発信し続け、変革している当社がご理解

いただけるよう進めてまいります。

中 期 経 営 計 画 の 進 捗マスから個へ転換する仕組み ̶ 
“個客とつながる”CRM戦略

　“高感度上質”戦略を実現するためにはマスから「個」

へ、とお話ししました。では「個」のお客さまとつながるに

はどうしたらよいか、その仕組みについてお話しします。

　私たちはお客さまのお買上げに従って差し上げるベネ

フィットをもっと適切にすることで、お客さまの当社に対

するロイヤルティを高めていけると考えています。そのた

めに、当社が顔の見えるつながる個客（識別顧客）の数を

拡大し、お客さまをより深く知ることで、きめ細かなサー

ビス提供や商品提案を行い、お一人お一人のご要望にお

応えする仕組みづくりが必要です。

　これまで当社が把握できたのは、グループが発行する

エムアイカードを通した方法に限られていましたが、現

金や一般のクレジットカードをお使いの方でもアプリや

デジタルIDを持っていただくことで同様に把握できるよ

うになりました。さらに、このアプリ会員のお客さまやデ

ジタルIDを持つお客さまが、お買上げによるベネフィット

の違いに価値を感じていただけると、将来的にはエムア

イカードを持っていただけるようになり、当社とより深く

つながることができます。

　百貨店の再生フェーズであるこの3ヶ年計画が前倒し

で順調、とお話ししましたが、このアプリ会員の仕組みを

新たに取り入れたことにより、“高感度上質”戦略と“個客

とつながる”CRM戦略の両輪がとてもうまく回っているこ

とを実感しています。エムアイカードとアプリ会員、デジ

タル会員を合計した当社がつながった識別できるお客さ

まの数は、2022年度末で約590万人にもなっています。

“高感度上質”戦略によってお客さまは店頭やオンライ

ン、アプリなどで私たちとつながります。加えてエムアイ

カードを持っていただくことでお買上げに従って適切な

ベネフィットを差し上げられるだけでなく、グループ外で

のご利用や金融サービスのご提供など、さらにさまざま

なあらゆる場面で私たちとつながり続けることができま

す。“高感度上質”戦略と“個客とつながる”CRM戦略が

しっかりと組み合っていくことで、マスから「個」へ転換す

ることができるのです。
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トップメッセージ

➡P.38~47
サステナビリティ

➡P.48~63
コーポレート・ガバナンス

経 営 ガ バ ナンス の 変 革 とリスクマネジ メント

豊 か な 未 来 と 持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 に 向 けて

　当社は、企業活動を通じて社会課題解決に貢献し、豊

かな未来と持続可能な社会の実現を支えるべく、サステ

ナビリティへの取り組みを進めています。マテリアリティ

として「人・地域をつなぐ」「持続可能な社会・時代をつな

ぐ」「従業員満足度の向上」の３つを掲げ、それらを支え

るグループガバナンスやコミュニケーションを土台とし

ながら、それぞれSDGs にも紐付けたかたちで、さまざ

まな取り組みを展開しています。　また、2023年度より

役員評価項目に「ESG指標」を設定し、取り組みの実効

性を高めています。

　発信と対話については2021年11月に初めて「サステ

ナビリティレポート」を発刊以降、毎年同レポートを発行

するとともに、サステナビリティ説明会を開催し、ステー

クホルダーの皆さまとの対話の場をつくっています。出

席は私だけでなく、サステナビリティを所管するCAO、ま

た経営の執行を監督する立場から社外取締役などさま

ざまな登壇者が発信、対話を行っています。

　従業員との関係も、私にとって重要なテーマです。社

内では私たちが目指す新たな方向性を従業員みんなが

理解し、意識を共有するためのコミュニケーションシス

テムづくりを進めています。案件について私と執行役、案

件担当部署の部門長たちと直接検討する会を週１回以

上設け活発な議論を行っています。

　また、課長相当級以上の従業員とも座談会形式で私と

の対話の時間を設けており、中期計画を策定・発表した

2021年度は首都圏において26回、1,660名もの従業員

が参加、2022年度は地域店を中心に進めましたが、戦略

だけでなく仕事のうえでのさまざまな想いや疑問につい

て直接私と話す重要なコミュニケーションの場としてい

ます。2023年度も引き続きグループ会社を含めて実行

していますが、経営がここまで従業員とのコミュニケー

ションに時間を割いてでも一人一人が自ら考え、動き、

成果を上げる「きっかけ」にしています。想定を上回るス

ピードで中期経営計画の実績が上がっていることも、そ

の裏づけだと思います。　

　この従業員との関係では、会社とグループ労働組合と

で2023年6月に共同宣言を発信しました。「安心して働

くことのできる職場環境づくり」に向けた労使共同宣言

です。私たちが大切にしているものは「ひと」であり、会社

　当社はプライム市場に上場し、機関設計として全上場

企 業の数%程 度の指 名 委員会 等 設 置 会 社を採用し、

コーポレート・ガバナンス改革を進めてまいりました。経

営の意思決定の迅速化、経営監督機能の強化などに継

続的に取り組むことで、より透明性の高い実効性ある体

制となっています。

　また、サクセッションプランについては、執行役員をど

のように育成するかも重要な課題です。2022年度から

エグゼクティブリーダープログラム（ELP）と呼ばれる役

員人財育成研修を行っています。事前課題を与え、今後

当社をどのようにしていきたいか、自身の強みは何か、な

どを共有し語り合うことで、知識・スキルの向上を図りな

がら、個々人の本質も理解するようにしています。こうし

た事例は、トップのレベルの連続性の担保、という面で

投資家の皆さまからも大変評価されています。　

　取締役会における議論の内容も、より大局的に将来を

見据えたものになってきています。現在の取締役会は、

ボードメンバー9名のうち6名が社外取締役です。取締役

会議長は社外取締役が務め、指名委員会および報酬委

員会は、社外取締役が委員長を務めています。専門的な

知識・経験と高い倫理観を持った社外取締役によって、

外部の視点からの監督・助言が行われることで、社内の

論理に偏ることのない健全かつ透明な経営が担保され、

戦略の進捗やモニタリングに関しても、活発な議論が交

わされています。　

　内部統制システムについては、高い内部統制体制を維

持するために、執行側においてその運用状況の評価や向

上に努めています。特に近年、環境の変化や多様化する

リスクへの対応に向けて、コンプライアンス、およびリス

クマネジメント体制の強化を図っています。リスクマネジ

メントについては、これまでインシデント（事件・事故）リ

スクへの対応を中心としてきましたが、事業リスクへの

対応を重点的に強化すべく、2021年度からマネジメント

体制を整備・拡充してきました。コンプライアンスにおい

ても、法令遵守にとどまらず企業として全役職員が倫理

観を持って行動するようコンプライアンス違反を未然に

防止できる風土改革を図っています。

にとっては従業員一人一人の「ひとの力」こそが財産で

す。その「ひとの力」を最大化し、目指す姿を実現するた

めには「安心して働くことのできる職場環境」の実現が

不可欠です。そこで「適正な労働時間管理」と「ハラスメ

ント・ゼロ」を重点的に取り組むために初めて組合との

共同宣言としました。会社と組合とが良好な関係を築け

ているからこそ、具体的な行動指針の一つ一つが日常の

業務のなかでしっかりと守られていくと考えています。

　最後に私自身の信条として、自らの倫理観と正義感に

のっとり、利害関係などによって偏ることなく、全てのス

テークホルダーの皆さまにバランスの良い経営を行って

いく所存です。そして、全てのステークホルダーの皆さま

に当社のファンになっていただけるよう、情報発信やコ

ミュニケーションの在り方、さらなる飛躍に向けたチャレ

ンジの姿勢、夢をお届けする役割、社会への価値提供な

どについて、常に意識しながら事業に取り組み、企業価

値の向上を目指してまいります。　

　これからの三越伊勢丹グループの発展にご期待いただ

き、引き続きご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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